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両立支援と企業業績に関する研究会報告  

～両立支援策と人材育成策を組み合わせることにより  

企業業績にプラスの効果～   

急速に進行する我が国の少子化の流れを変えるため、社会全体での様々な取  

組が重要となっている［中、企業における仕事と家庭の両立支援や働き方の見直  

しに対する取組への期待、重要性が増している‖ 一方、た業にと／⊃ても、労働  

者の職業生活と家庭生活との両立やワークライフバランスの支援を行うこと  

は、優秀な人材の確保、定着等のメリットを幸）たらすと言われていろ∪ 今後、  

企業における次世代育成支援の取組を 一層進めるためには、単に取組の重要性  

を説明するだけではなく、取組を行うことが企業にもたらすメリットを具体的  

に明らかにし、取組の結果、企業業績にもよい影響があることを明らかにする  

ことが必要となるし、両立支援策の実施が企業の経営にどのような影響をむたら  

すのか、という点に関してほ、近年企業経営、人事管理の現場の視点からも注  

目されてきているしつ   

こうした課題認識に立ち、厚生労働省は平成16年度、平成17年度の2年にわ  

たり㈱ニッセイ基礎研究所に「両立支援と企業業績に関する研究」を委託し、  

学識経験者に参集を求め「両立支援と企業業績に関する研究会」（座長：佐藤博  

樹東京大学数授）を開催し、両立支援と企業業績に関する調査研究手法げ）検討  

及び調査結果に基／ういた実証分析を行／）てきた、今般、その検討結果が別添の  

とおり取りまと拭）られたので発表するし－  

（注）二の報告書は総論と委員の個人論文からなる各論で構成されており、その  

概要を報告する。   



両、L支援と企業業績に関する調査分析結果ハイライト  

ポイント   

l小一′二女接策の導入は、作業の人材確牒左側牒㍑沌パ、従勘1に将来り）字＝ノ1キ  

ャリアを考えさせるなど合業内の人材育戌を重視する人・軒戦略（以卜「人材育  

成策という、）とり卜せて美施することで 、ノ、、柑耐某〃）効果が■高まる傾l「りがある′  

2 両け支援灘宜導入が進んでいる合業てほ、従業 Hの定満ヰけ■l∫fiく、女什がH   

正接も就洛継続する′剖合が■高し、   

3「小■／二支援策単独では従業員の什事ノ＼の意欲等モチベーションノ＼げ）影響はみら   

れないが、人相育成策と組みたわせることで、征業H（ノ）モチベーーションが高く   

なる傾向がある 

二4 両、▲′支援策を充実させることが正業業紹に匠ほ結びつくとは∴‾い軌、が、人   

材育成に積掛軸二取り組むこととの欄1乗効果で企業業績へ〝）ブラスの臣響がみ   

られる  

両立支援策と人材確保、従業員の定着、従業員のモチベーシ≡1ン、企業業績との関係  

×  



両立支援と企業業績に関する調査・分析結果のポイント   

東洋経済新報社会什「川季報捲イ‖†jし∵て、従業＝牒∴粧いつ佃）  

う，一l＝往を二村象生して、人・臣「丹ト∵幸一ニ∴＼′－一に．澗否リー三む郵1±t  

嘉帥－1’答ヰ1ユリ（ブ′′∴）Lり調査結果土牛昭トト掛′り外ド伸ノ庁、－一夕 り己り  

別㍑ニノ‡反り込み、両∵′二女揺策が、人材確保・定ホに及はす臣響、  

及ばす埴響、作業業績に及ばす第三響等について万≠‾Lイニ  

人肌来ぃ）上場、木上場か業   

Fr－け‡〔ハムノノノ′二十1〔，什（ムー  

トけ、維瑞坤」諭写）を企業   

【1（ハモナべ－一シ三iンに 従勘、  

Ⅰ調査結果からみた両立支援策の導入効果   

両、ンニ支援策をか業（ハ人材育成策と組み合木－tトニノ」ミ施すろニH÷上り、わ業の雇川㌍明  

や、余業戌績ノ＼（ハブラスノ）功労ミがあろことが川い、ノかにノム4ンノた  

1」卿三とで採用パフォーマンスが高まる   

瀾査対象企業を、人相育成策ノ＼の考えん▲とF小L′二女接収純び）組み合ゎせによ／1－こ分類L  

で与ると、牛封二、人材育成策と直卜一∴支援策を同‖キに′実施十る否業で「賃・量とそ）に．とト要  

な人材が確保できていろ」とする割合がー由、  

図表1 新卒の最近5年間の採用状況  

人材育成重視×両立支援先進  

人材育成非重視×両立支援先進  

人材育成重視×両立支援非先進  

人材育成非重視×両立支援非先進  

0？も  20ウ0  40qo  609′0  80？。   1000ノ右  

図質・量ともに必要な人材が確保できてし、、る  
口人数は確保できているが、質的には満足していない  

□人材の質を重視して採用しており必要な人数を確保できていない  

□質・量ともに確保できていない  

□新卒採用は行っていない  

リ  〉   



（往）人材育成重視とほ、従業Hに什内で山将来しけキャリアにノ′〕いて考宣させろニヒ、か業が従  

業Hの能ノ川椚如）た瑚二段資すろニヒ、か業ノ、＼し′）輔掛ユ識をit」津）る二】二に′小てど〔′）捏度  

損見Lているかに関する′拝聞／、、＼〔川・り′7宇を枇」J化し、得ノ〔■∴か上lと女「亡ふ／〕上トイ、Lりl）（ノ′t、ノ）わ業  

両立支援先進ヒは、台捏休業制榎彗両、【′二丈援帥餌場人帖糊、はを＝＝は刑場山車人状況  

に関する矧王と卜＼叫！り答を得ノ・1く化し、得ノrl－ンう＼良好で「（）〕／Jr二卜付二う（）（シ1，い了Fて業  

旦 ＿＿ 

男女とヰ）に、l■小ソニ支援策ゾ）取組が逓んでいろ合業で大牢吊イ＝1√ハノ′上着ヰミはし〕jく、人相   

育成策とげ）組み合わせでみて≠）、い小′二丈緩策レP）従業員にノ′上着に対する効果が高いことが   

削らかになっている  

図表2－1 20代前半で5年前に採用した大卒正社員の定着率  

（男性）  

7．1   

15．4     6．4   

ほ9 
l  

13．6  

9．5   

合計  

人材育成重視×両立支援先進  

人材育成非重視×両立支援先進  

人材育成重視×両立支援非先進  

人材育成非重視×両立支援非先進  

0年D lOワb 20q′。 30qb  40％  50ワb  60ワb  70？′D  80％  90サb lOOqも  

臼8割以上ロ5－7割台□5割未i姦 

（女性）  

33．4  11．6  

28．2  8．5  

25．6  6．4  

I 

18・4 

14．8  

148 

合計  

人材育成重視×両立支援先進  

人材育成非重視×両立支援先進  

人材育成重視×両立支援非先進  

人材育成非重視×両立支援非先進  

00D  2000  4000  600D  8000  100qb  

臼8割以上ロ5－7割台口5割未満   



最も多い就業継続のパターン  （％）   

P出産  育児休業を  育児休業を  出産後、育   

こ退職  利用するが  利用して  児休業を利  

1～2年後  その後も  用しないで  

に退職   継続就業  継続就業  

36′ 1   0．9   

）．8 ■  2．6  50＿ 3   0．5   1．0  

9．   

結婚や自己  

都合で退職   
調査数   全体  

446  100．0  46＿ 9  11 

193  

う   



LA材育成策と組み合わせた両立支援策が延葦員旦 モ チベーションに効果   

ソJ女と≠）に、ノ＼1‥」ff成策と「両イ支援策山組み合ゎせにト」て、従業＝サモナミーーシ三一ンが最ヰ  

‡一1－iくなろ似」－′りがカ）る  

図表3 同業他社に比べた従業員の仕事・会社への意欲  

（意欲：男性）  

合計  

人材育成重視×両立支援先進  

人材育成非重視×両立支援先進  

人材育成重視×両立支援非先進  

人材育成非重視×両立支援非先進  

0％ 10qD 20ワD  30qo  40？も  50？b 60ワ′D 70q′b  80年o  909D lOOワD  

lロ高い□生りらLいコ・上呵  

（意欲二女性）  

合計  

人材育成重視×両立支援先進  

人材育成非重視×両立支援先進  

人材育成重視×両立支援非先進  

人材育成非重視×両立支援非先進  

Oqo  200。  400。  600。  80ウ。  1000ノ。  

国高い口変わらないE＝臥、  

（；   





両立支援と企業業績に関する調査・分析結果の概要  

1．アンケート調査の概要  

（1）調査の対象、方法   

東洋経済新報社会社四季報を利用して、従業員数3り1～2（）∩り 人規模の上場、末1二場企業  

3，ヰ（，ヰ社を対象とした。対象企業の人事担当マネージャーに対して、郵送による配付、回収J   

（2）調査時期  2005年10月   

（3）有効回答数  圭帖社（有効回答率12．り（）も）   

（4）調査内容   

アンケート調査工頁目は次のとおりである。  

〔D 企業属性   

② 雇用管理の特徴   

拇 両立支援策、女性能力活用策の導入・運用状況   

甘 雇用管理の有効性指標  

（∋ 業績関連指標   

（5）その他外部データの利用   

アンケート調査対象企業は、庚洋経済新幸蛸二会有二四季報によりサンプリングを実施した  

が、調査実施の際に回答結果と個別企業の公表されている業績データを関係付けて分析す  

ることを依頼状に明記し、回答企業の外部のデー タ（売り上げ、経常利益等）を企業別に  

取り込んでいる。  

2 両立支援策の導入等の概要   

アンケート調査結果に基づき、両立支援策の導入状況等について概観すると以下のとお  

りである。  

（1）両立支援策の導入状況  

● ［育児支援関連制度］の導入状況・導入時期についてみると、「何らかの育児  

イ木業制度」は育児休業法施行後の「1ワリ二、1ウり8年度」に導入したという回答  

がGユ3（）もを占める。「育児のための短時間勤務制度」も同じ時期の導入た業が  

4割を占めている。一方で、「法定を上回る休業期間の育児休業制度」では半  

数近いヰ7．7％の企業が導入Lていない。また「男性従業員のための配偶者出産  

時の特別休暇制度」では「1リ85年以前」が5ユ7％と多くなっている（図表¶一1）。   



図表Ⅱ－1両立支援制度の導入状況・導入時期［育児支援関連制度］  

飽1985年度以前 ロ1986～1991年度 臼1992～1998年産 山1999年度以降 田制度がない ロ無回答  

09も  20ウも  40％  60％  80％  100％  

1．何らかの育児休業制度  
（n＝446）   

1－1j去定を上回る休業期間  
の育児休業制度  

（n＝438）   1．8  

2．育児のための短時間勤務制度  
（n＝446）  

3．短時間勤務制度以外の育児の  

ための勤務時間短縮等の制度  

（n＝446）  2．7  

4．男性従業員のための配偶者  

出産時の特別休暇制度  
（n＝446）  

注：－1－1法定を上回る休業期間の育児休業制度」は、1何らかの育児休業制度」を導入して   

いる企業について集計したもの。  

● ［介護支援関連制度］の導入状況・導入時期についてみると、「何らかの介護  

休業制度」は、介護休業法施行後の「1999年以降」の導入企業が、51．8％と過  

半数を占める。また「法定を上回る休業期間の介護休業制度」、「短時間勤務  

制度以外の介護のための勤務時間短縮等の制度」についてみると「制度がな  

い」という回答が最も多く、それぞれ47．6％、3り．0％となっている（図表Ⅲ－2）。  

● ［育児・介護以外の制度］の導入状況・導入時期についてみると、いずれの  

制度も導入していない企業が8割以上を占める。導入している場合には「1999  

年度以降」が比較的多い（図表Ⅲ－5）。   

図表Ⅱ－2 両立支援制度の導入状況・導入時期［介護支援関連制度］  

2   



国1985年度以前 臼1986～1991年度 田1992～1998年度 ■1999年度以降 □制度がない ロ無回答  

0巧も  10ウら  20％  309D  40％  5帆  6肌  70q。 80？。 90ウ。100ワ′。  

1イ可らかの介護休業制度  
（∩＝446）  

1．8  

1－1，法定を上回る休業期間  

の介護休業制度  
（n＝433）   0．5  

2．介護のための短時間勤務  

制度  
（n＝446）  0．9  

3．短時間勤務制度以外の   

介護のための勤務時間  

短縮等の制度  
（n＝446） 0・7  

柱： 1－1法定をと回る休業期間の介護休業制凰は、  

いる企業について集計したもの「  

1何らかの介護休業制度」を導入して  

図表Ⅱ－3 両立支援制度の導入状況・導入時期［育児・介護以外の制度］  

‾       ▼   ‾  ■ ■    ■    ■    ‾  
巳1985年度以前 ロ＝986～1991年度 B1992～1998年度 口1999年度以降 臼制度がない ロ無回答   

09ら  20qム  40ワ′。  80ワ。  1009も  

2育児・介護以外の理由でも   
利用できる短時間勤務制度  

（n＝446）   2．2  

3．短時間勤務制度以外の育児  
・介護以外の理由でも利用  
できる勤務時間短縮等の制度  

3．4   

（n＝446）  

：う  



（2）仕事と生活の両立支援に関する取組状況  

● 仕事と生活の両立支援に関する取組状況についてみると、「自社の制度内容  

を従業員に理解させるための取組を実施している」が最も多くヰ2．2％となって  

いる。 続いて「制度の利用促進のために管理者への働きかけ（研修の実施や  

情報提供など）を実施している」が26．7％、「取組の考え方を、経営や人事の  

方針として明文化している」が 24．9％となっている（図表Ⅲ一斗）。  

図表Ⅱ－4 仕事と生活の両立支援に関する取組状況（複数回答）  

0％  10％  20％  30％  40％  500も  

制度内容を理解させる取組を実施   

制度利用促進のための管理者へ  
の働きかけ  

経営や人事の方針として明文化  

従業員不在時の対応について  
ルールができている  

賃金や評価制度をエ夫している  

社内ブロゾェクトチームを作る等  

公式に検討  

無回答  

4   



（3）環境整備の重視度  

● ［女性が能力発揮できる環境を整備すること］の重視度についてみると、「重  

視」割合（「重視している」＋「やや重視している」の割合）は、57．ヰ（シらと6  

割程度となっている。  

● ［従業員の仕事と家庭の両立を支援すること］の重視度については「重視」  

割合（「重視している」＋「やや重視している」の割合）は、5「川％とちょう  

ど半数となっている。  

． 一方で、「どちらともいえない」とする企業もヰ割程度みられている。「重視  

していない」とする【計答はごくわずかである（図表ロー5）。  

図表Ⅱ－5 環境整備の重視度  

田どちらともいえない  

□無回答  

四重視している  ロやや重視している  

陶あまり重視していない  口重視していなし＼  

0％  10ワら  20ワも  309も  40ワら   50サ0  609ら  70ウ0  80？0  9090 10090  

1．女性が能力発揮できる   

環境を整備すること  
（n＝446）  

7
 
 

8
 
〇
 

2．従業員の仕事と家庭の   

両立を支援すること  
（∩＝446）  

う   



（4）両立支援の取組に対する企業の考え  

● 仕事と生活との両立を支援する制度や取組を企業が導入することに関して、6  

項目について企業としての考えを尋ねた。  

● 結果をみると、「そう思う」という回答が最も多かったのは「優秀な人材確保  

のために必要である」の25，6％で、次いで「従業員の労働意欲向上に寄与する」  

が22．0％と、この2項目は、「どちらかといえばそう思う」まで含めると7割  

を超える企業が同意している。また「仕事の進め方を工夫することになり業  

務効率が向上する」が「そう思う」13．0ラム、「どちらかといえばそう思う」38．1％  

と合わせて5割以上の企業が同意している。一方で、「企業にとっての負担が  

大きい」という意見も、「そう思う」11．7％、「どちらかといえばそう思う」  

37．4％と合わせて5割程度の企業が同意している（図表Ⅱ－6）。  

図表Ⅱ－6 両立支援の取組に対する企業の考え  

白そう思う  8どちらかといえばそう思う  四どちらともいえない  

ロどちらかといえばそう思わない  皿そう思わない  □無回答  

0％  20サム  40％  60ウも  80％  100％  

1．優秀な人材確保のために  
必要である  

（n＝446）  

2．従業員の労働意欲向上に  

寄与する  
（∩＝446）  

3イ土事の進め方をエ夫する  
ことになり業務効率が向上  

する  
（n＝446）   

4．積極的に取り組むつもり  

はないが法律で決められて  

いるので導入する  
（∩＝446）  

5．企業にとっての負担が  

大きい  
（∩＝446）  

6職場で従業員間に  
不公平感が生じる  

（n＝446）  

07   
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3 両立支援策の導入状況の雇用管理指標及び業績への効果分析  

次に、両立支援策の導入状況別にみた雇用管理指標及び業績を概観する。記述に当たっ  

ては、両立支援策の導入が進んでいる企業とそうでなし、た業とにタイプを分類し、クロス  

集計結果からみた両立支援策の導入状況別の特徴について把握している。また、両立支援  

策を企業の人事戦略や均等施策と関連づけた分析（各論「企業の人事戦略と両立支援・均  

等制度導入の組合せiこよる業績への効果分析」〔，以下本項において「人事戦略組合せ分析」  

という。）についても併せて言及する。   

両立支援策の導入状況のタイプ分類は、次の方法で指標化した。   

参考1に掲げた12の制度について、法律を卜回る形での導入（法律制定前の実施、法律  

が定める最低基準を上回る内容）をしている場合iこついて1点を配し、合計の得点により、  

調査対象企業を2［≠二分、5区分の二種類に分類した。得点別の分布は図表Ⅲ－7のとおりであ  

るり   

また、人事戦田各組合せ分析においては、両立支援頂組（法を上回る制度の導入、育児休  

業取得状況等をもとに数値化）、均等取組（女L生の管理職への登用や大卒採用者に占める女  

性乃割合等をもとに数イ直化）、企業の人事戦略（社内での将来のキャリアについて考えさせ  

るなどの人事戦略の重視度をもとに数値化）の状況により2区分し、それらを組み合わせ、  

図表Ⅲ一8のとおり8パターンに分類した。  

／   



図表Ⅱ－7 両立支援策の導入状況の分類  

得点  企業数  割合   両立支援2区分   両立支援5区分   

0   19   4．3  4以下  56．3  制度なし  4．3   

54  12，2  1～2  24．0   

2  52  11．8  

3  63  14．3  3～4  28．1   

4  61  13．8  

5  55  12．4  43．7  5′・・■6  21．9   

6  42  9．5   

7  43  9．7  7以上  21．7   

8  27  6．1  

9  13  2．9  

10  7  1．6  

0．2  

12  5  1．1  

442  100．0   100．0   100．0   

汁参考1指標化に使用した制度はF記のとおり。  

【育児支援関連制度】  

1．何らかの育児休業制度  

1－1 うち法定を上回る休業期間の育児休業制度  

2．育児のための短時間勤務制度  

3．短時間勤務制度以外の育児のための勤務時間短縮等の制度  

4．男性従業員のための、配偶者出産時の特別休暇制度  

【介護支援関連制度】  

1．何らかの介護休業制度  

ト1うち法定を上回る休業期間の介護休業制度  

2．介護のための短時間勤務制度  

3．短時間勤務制度以外の介護のための勤務時間短縮等の制度  

【上記以外の制度】  

1．育児や介護が理由で退職した者のための再雇用制度  

2．育児・介護以外の理由でも利用できる短時間勤務制度  

3．短時間勤務制度以外の育児・介護以外の理由でも利用できる勤務時間短縮等の制度  

図表Ⅲ－8 企業の8パターン分類とサンプル数  

パターン   
企業人材  均等  サン  

％   
育成重視   取組  プル  

①企業人材育成重視・両立支援高位・均等高位 日日H   H   H   H   44   12．1   

②企業人材育成重視・両立支援高位・均等低位 日日L   H   ‖   L   41   11．2   

③企業人材育成重視・両立支援低位・均等高位 HLH   H   H   5．8   

④企業人材育成重視のみ HLL   H   L   L   6．8   

⑤企業人材育成重視せず・両立支援高位・均等高位 L日日   L   H   H   45   12．3   

⑥企業人材育成重視せず・両立支援高位・均等低位 LHL   L   H   L   14．2   

⑦企業人材育成重視せず・両立支援低位・均等高位 LLH   L   L   H   63   17．3   

⑧企業人材育成重視せず・両立支援低位・均等低位 LLL   L   L   74   20．3   

8   



（1）企業属性別にみた両立支援策の導入  

・ 製造業及び情報通イ吉・運輸業で両立支援策の導入が進んでいる傾「占］がある。  

・ 特徴的な点として、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画  

を策定し、認定取得を希望している企業で両立支援策の導入が進んでいるこ  

とがあげられる（図表ロー9）「  

図表Ⅱ－9 企業属性別、両立支援策の導入状況  

両立支援2区分  両立支援5区分  

調査数 （∩）  全体  4以下  5以上  ” 制度なしい～2   3～4 □   5～67以上   

全体  446  100．0  55．8   43．3   4．3  23，8   27．8   21．7  21．5   

場／非上  157  100．0  56．1  42．7   5．1  26．1   24．8   26．1 16．6  

別   非上場   281  100．0  55．9   43．4   3．9  22．8   29．2   19，6  

種別  建設業   57  100．0  61．4   38．6  5．3ぎ  33．3  22．8    22．8  15．8  

製造業   189  100．0  55．6   44．4   3．7  24．3   27．5   23．8 20．6  

情報通信業、運輸業   37  100．0  54．1  43．2   2．7  16．2   35．1   18．9   24．3  

卸売・小売業、飲食店、宿泊業   91  100．0  59．3  38．5  8．8  23．1  27．5  19．8   18．7  

金融・保険業、不動産業   16  100．0  68．8  25．0  0．0  31．3  37．5  12．5   12．5  

その他サービス業   40  100，0  50，0   50．0  0．0  20．O 30．0   17．5   32．5  

その他   16  100．0  25．0  75．0  0．0  6．3  18．8  31．3   43．8   

菓規模別  500人未満   198  100．0  57．1  41．9  5．6  27．3  24．2  24．7  17．2  

500～1，000人未満   163  100．0  58．3  40．5  3．1  23．3   31．9   17．2  

1．000～1，500人未満   45  100．0  48．9  51．1   6．7  8．9   33．3   22．2  

1．500人以上   39  100．0  48．7   51．3   0．0  25．6  23．1   25．6  

性比率別  10％未満   128  100．0  54．7  44．5  4．7  25．8  24．2  22．7  

10～20％未満   150  100．0  57．3  42．7  3．3  20．7  33．3弓  22．7  

20～30％未満   79  100．0  58．2  41．8  6．3  26．6   25．3    19．0  
30～50％未満   56  100，0  50．0  48．2  3．6  19．6 26．8    25．0  
50％以上   21  100．0  61．9   38．1   4．8  23．8  33．3  14．3  

動計画策  80  100．0  31．3  68．8   2．5   6．3  22，5   32．5   36．3  

別   計画策定・認定希望なし   272  100．0  58．8   40．8   5．1  26，5  27．2豪  21．7     19．1  
計画未策定   88  100．0  65．9  30．7   2．3  30．7  33．0  13．6  17．0   



（2）両立支援策は人材育成策ともに実施することで採用パフォーマンスが高まる  

● 「制度なし」の企業では「質・量ともに必要な人材が確保できてい  

ない」とする割合が高く、両立支援策導入ポイントが3以上の企業  

では、新卒採用において「質・量ともに必要な人材が確保できてい  

る」とする割合が3割を占めている（図表Ⅲ・10）。  

●   人事戦略組合せ分析においても、特に人材育成策と両立支援策を  

同時に実施する企業で「質・量ともに必要な人材が確保できている」  

とする割合が高い（図表Ⅲ－11）。  
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図表Ⅱ－10 両立支援策の導入状況別、最近5年間の採用実績  

’斤卒採用】  （％）  

調査数  
≡一言室．  人数は確 保、ゝ質的  質重視で 採用、人  質・量とも に必要な  新卒採圃無回答 は行って  

全体                    人材確保には満足≦数確保で  
（n）  できていしていなきていな  

る  い  い  ない1   

全体  446  100．0   30．3   30．9   20．4  14．6  3．6   o．2   

両立支援  249  」00．0  32．9  21．3   15．3  2．O  p．q  
2区分   100．0   33．2   27．5   192 14．0   5．7  0．5  

制度なし   19  100．0  21．1  36．8   0．0  0．0  

両立支援  100．0  21．1  ㌫十  18．9  摘0．0  
ミう区分  3・、■4   124  1000   323  前 323   23．4   テ可 0．0  
5～6  97  100．0  33．0  28．9   20．6   了百石  富1 1．0  

7以王  96  100．0  17．7  14．6   8．3  0．0  

「コ途採用】  （％）  

質・量とも に必要な  
調査数  
（n）   できてい  

る   い い  ない   

全体  446  100．0   21．7  22、0  22．6   17．7   15．7   0．2   

両立支援  4以下  249  100．0  18．5   22．9  25．3   19．3   141 _ 00   
2区分  5以上   193  100．0   25．9  21．2  19．2   15．O  18．1   0．5   

制度をヒ  5．3   21．1   21．1   ● 王   15．8  0．0  
両立支援   1～2   28．3   17．9   14．2 0．0  

ミう区分  3～4   18．5r  32．3  
5～6   22．7   21．6  15う 10．3  
7以上   124  100．0  20．2 32．0  19．8   24．0   0．0  

図表Ⅱ－11新卒の最近5年間の採用状況  

合計   

LLJ  

LLト」  

L仙＿  

しHH  

HLL  

HLト」  

HHJ  

HH1  

0じ。  10□。  20も∩  300。  400。  500。  60D。  70u。  80bo  900D   

□質・量ともに必要な人材が確保できている  ロ人数は確保できているが、質的には満足していない  

ロ人材の質を重視して採用しており必要な人数を確保できていないD質・量ともに確保できていない  

ロ新卒採用は行っていない  

1l   



（3）両立支援策は従業員の定着を高めている  

男女ともに、両、‡支援策の導入ポイントが高い企業で人卒正社員の  

定着率は高く、女件がし土1産後も縦糸売就業する割合が高い傾向がみら  

れている（図表ロー12、Ⅲ－13）rJ  

●  人事戦略組合せ分析においては、人材育成策、均等施策と〝）組み  

合わせでみても、両立支援策の従業員の定着に対する効果が高いこ  

とが明らかになっている（図表ロー14）。  

図表Ⅱ－12 両立支援策の導入状況別、大卒正社員の5年後の定着率  
【男性】  （％）  

ほぼl9割台 100％   8苦り台  7割台  6割台  5割台   4割台  3割台L2割台   

調査数 （ 
以下   

n）   してい  
ない   

全休  446  100．0  19．5  24．9  17．5   9．9   8．5   5．8  1．6  2．2  1．1  0．7  6．5  1，8   
両立支援  4以下  249  100．0  15．3Z  21．7  20．5  12．0   9，2  7，2   2．0  3．2  2．0  1．2  4．8   0．8   
2区分  5以上   193  100．0  亘5．4 29．5  13，0   7．3   7，8   4．1  0，5  1．0  0．0  0．0  8．3   3．1   
制度なし  5．3  10，5  0．0】 0．0   0．0  

両立支援  14．217．9   7．5  0，9  4．7  2．8   0．0  
5区分  124  100．0  16．9   26．6   17．7   12．1   7．3   7．3  1．6  2．4  1．6   2．4j 4．0 0．0 Ⅶ■仙一 

5′・・■6   97  100．0  9．3   7．2   巧甘云「5．2  
7以上   100，0   5．2  8．3   2．1  1．0  0．0  0．0  

【女性】  （％）  

ほぼ  

調査数 （ 100％   

n）   、   

9．4   7．0  11．0  2．0  4．7】 1．1  2．2  15．2   2．0   
全体  

446  100．0  18．2  16．4  10．8  
249  100．0  ・   10．8   9，6   8，8  14．1  2．4   6．8r  l．2   2．4  13．7   1．2   

2区分  5以上   193  100．0    10．4   8．8   4．7   7，3  1．0   2．1 1，0   2．1  17．6   3．1   

制度なし  19  100．0  0．0  0．0  15．8  0．0  0．0  15．8  10．5  

両立支援  100．0   9．4   5．7  17．0  3，8  6．6   1．9  2，8  14．2   0．9   
5区分  3～4   124  100．0  14．5  17．7  10，5  9，7  10．5  13．7  1，6！  5．6   0．8   241 129   00  

5～6  97  5．2   3．1   7．2  1．0  
7以上  96   6．3  12．5   6．3   1．0  ：   

12   



図表Ⅱ－13 両立支援策の導入状況別、女性正社員の就業継続のパターン（問12）  

（％）   

る   娠や出産 期に退職   僅聾警㌔憎繁華莞琵声j  
その後12の後も継続で、継続就   
厚のうちに就業する 業する   
退職する   

11．4   4．O  36．1  0．9   E  o．7   
129  5．2  25．7  
9．8   2．6   50．3  1．2   F     o．4         6五  ≒     1．0   
5．3   5．3   31．6  0．0  

14．2   0．0   ；  5．7  17．0  0．0   

12．9  4．8  32．3  2．4  0．8   
5．2   1．0   49．5  ：6   2，1   

14．6   4．2   51．0  0．0   0．0  

都合で退職  

調査数 （ する  結婚や自己  
ー－1）   

全休  446  100．0   46．9  
両立支援  4以下  249  100．0   54．6  
2区分  5以上   100．0   35．8  

制度なし   19  100．0   57．9  

両立支援             1＝2   106  100．0  632   
5区分  124  1石臼て0  468  

5～6  100．0  41．2  
7以上   96  100．0   30．2   

図表Ⅱ－1420代前半で5年前に採用した大卒正社員の定着率  

（女性）  （男性）  

十
L
H
ト
H
ト
H
ト
H
 
朗
 
ト
L
 
 

L
H
 
H
 

L
L
川
 
 
 

200′も  40qD  600b  80q。   1000b  

亘垂里主垂三重幸二頭重」  
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（4）人材育成策と組み合わせた両立支援策が従業員のモチベーションに効果  

両立支援策の導入ポイントと従業員の仕事への意欲、会社・仕事へ  

の満足とは卜一止った関係はみられない（図表Il－15、Ⅲ一1h）1つ  

●  しかし、人事戦略組合せ分析でみると、人材育成策あるいは均等  

施策と両立支援策を組み合わせることで、従業員のモチベーション  

が高くなる傾向がある（図表Ⅷ－17））  

図表Ⅱ－15 両立支援策の導入状況別、従業員の仕事に対する意欲  

：同業他社との比較（問23－（D）  

【男性】  （％）  

（n）   調査数   全体  高い  やや高 い  ほぼ同やや低 じレベルい   低い  無回答   
全体  446  100．0   5．8  27．6  50．9∈ 10．1 0．4  5，2   

両立支援  249  100．0   5．2  27．7  51．4  10．8   0．8   4．0  

2区分   193  100＿0   6．7  28．0  50．3   9．3   0．0   5．7   

制度なし   19  100．0   5．3  5．3   5．3  

両立支援  106  100．0  1．9   9．4   0．0   0．9  
5区分  124  100．0   8．1  0．8≡  6＿5  

5～6   97  100．0  8．2   9．3   0．O 6．2  

7以上   96  100．0   5．2  28＿1  52．1   9．4   0．0   5．2   

【女性】  （％）  

（n）   調査数   全体  高い  やや高‥まぼ同 い ∃じレベル   やや低戸低い いト   無回答   
全休  446  100．0   4．5  20．4－  58．3   10．8   0．7   5．4   

両立支援  249  100．0   4．8  18．1  60．6  12．0   0．4   4＿0  
2区分   193  100．0   4＿1  23．8  55．4   9＿3   1．0   6．2   

制度なし   19  100．0   0．0  15．8  68．4   旦遥  5．3  5．3  【  
両立支援  lo6  100．0   3．8  
5区分  124  100．0  6．5   6＿5  

5～6   97  100．0   
7以上   96  100．0   4．1  26＿8   53．6三   8．2   1．0              4．2  20．8 57＿3L lO．4    1．0   

‖   



図表Ⅱ－16 両立支援策の導入状況別、従業員の会社や仕事に対する満足度  

：同業他社との比較（問23－②）  

【劉生】  （％）  

調査数 （ 

∩）  
全体  446  100．0   3．8   20．4   53．6  15．7   1．3   5．2   

両立支援  249  100．0  4．0  1．2   4．0  
2区分   193  100．0  3．6   1．6   5．7  

制度をし  19  1000  0．0  10．5  63．2  1阜8  53  5．3  
両立支援                      1二〉阜   106  100．0      66．0 17．b  0   0．9   
5区分  3づ  124  100．0   阜5    468  161  1．6  古5  

5～6   4臥5  134   3．1   
7以上   97  100．0 100．0  5．2   23．7  

【女性】  
調査数  
（n）   い   

全体  446  100．0   3．6  
両立支援  4以下  249  100．0  3．2  
2区分  5以上   193  100．0   4．1   
制度なし  19  100．0  00  

両立支援             1＝2   106  100．0  1．9   

5区分  3～4   t24   
5～6  97   
7以工‾  96  1面．0   3．1  

じレベルい   
17．5  56．7   15．9   0．9   5．4   

15．3  1．2  「旦g  
20．7   0．5   6．2   

5．3   室．3  

16．9  55．6    14．5   5   高い  や」  1．0  了さ   
了盲：岳「 56．3   16．7   0．0   5．2   

図表Ⅱ－17同業他社に比べた従業員の仕事・会社への意欲  

（意欲：女性）  （意欲：男性）  

合計   

LLL   

LLH   

LHL   

LHH   

HLL   

HLH   

HHL   

HHH  

合計   

LLL   

LLH   

JHJ   

JHH   

HLL   

HJH   

HHL   

HHH  

0ワD  20？∩  40q。  60口。  800。  1000。  

車重亘卓車重垂亘亘垂吏ナ  
DOら  5000  

ロ高い□変わらない田低い  

l「l   



（5）人材育成策と組み合わせた両立支援策が業績にも効果  

● 両立支援策の導入ポイントと主観的な業績判断指標との明確な関  

係はみられないが、客観指標との関連でみると、両立支援策の導入  

ポイントが高い企業（5区分の7ポイント以卜の区分を除く）で業  

績がよい傾向がある（図表Ⅷ－18、H－1り、□一2り）リ  

●  人事戦略組合せ分析でみると、両立支援策のみでは業績にプラス  

の影響はみられないが、人材育成への積極姿勢との相乗効果で業績  

へのプラス〝）影響がみ られる（図表ロー21）。  

図表Ⅱ－18 両立支援策の導入状況別、一人当たりの生産性：同業他社との比較（問22－①）  

（％）  

調査数 （ 良い  やや良  
n）   い   じレベル   

全体  446  100．0   6．3  21．5  35．7  27．6   4．5   4．5   
両立支援  249  100．0   5．6  24．9  34．9  26．5   5．2   2．8  
2区分   193  100．0   7．3  17．6  37．3  29．0   3．6   5．2   

制度なし   19  100．0   0．0  21．1    47．4  15．8   10．5   5．3  
両立支援  106  100．0  24．5  「 3．8   0．9  

5区分  124  100．0   8丁  25．8   29．8  26．6   5．6   4．0  

5～6   97  100．0   8．2  18．6  30．9  面．9   5．2   6．2  
7以上   96  100．0   6．3j  16．7   43．8  27．1  －  2．1   4．2   

図表Ⅱ－19 両立支援策の導入状況別、業績：同業他社との比較（問22－②）  

（％）  

調査数 （ 良いやや良   
n）   い  じレベル【い  

全休  446  100．0   12．3  24．4  29月  】  24．0   4．0   5．4   

両立支援  249  100．0  12．9  27．3  28．5  22．9   4．4   4．0  
2区分   193  1而   11．9  21．2   3．6   5．7  

制度なし   19  100．0  10．5  15．8  31．6  31．6  5．3   5．3   
両立支援  106  100．0  Tl．3  3．8  
5区分   14．5  4．8  

5～6  11．3  4．1弓  6．2  

7以上  100．0  12．5   5．2   

1（；   



図表Ⅱ－20 両立支援策の導入状況別、業績指標  

図表Ⅱ－21従業員1人当たり経常利益  

ロ100万未満田100－300万未満□300万以上  
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（2〕 両立支援策導入企業の要因分析 （松原委員）   

、一ノ 制度により、導入要因州境直＝二違いがあるか、内部′拙軌市境の形成を促進するノ、、率   

戦略をもつ企業、女仰が能力を発柿できる上うな環虜を整備Lて女性を積極状に清川   

Lようと考える企業で、こ別度導入が進んでいる  

1コ 内釦労慨市場の形成を促進する人封戦略（付こ、キャリア開発げ）直視）及び女件を   

積佃的に緒川することを推進する施策を有するわ業は、多数の「小lノ仁支援策を整イノ庸する   

傾向が強ぺ、両立支援策のイ足進に位＝ナた取組みに積極的であろ傾向が強い   

ノ 従業員し／）キャリアビジョンを明確にする八卦執略や均等施策に積極的に取り組んで   

いる企業は、両立支援策の導入にヂテ息′】く」な考えを持つことなく、「沌向きに取り組む傾   

向が強い 1  

（二」以［二〃）分析結果か〔〕、耐、lノ王立援策を導人する企業では、従業員にキャ リファビジョン   

を明確ふたせることによって効率的に教育投資をL、l人】割方働市場を形成Lてスキル   

や如勘什流＝を防ぐ人事戦略ヰ、女性が能力を発揮できる上う、積極押」な均等施策を   

有することが明らかにな／⊃た  

：3）両立支援策が採用パフォーマンスおよび女性雇用に及ぼす影響（武イγ研究員）   

（⊃ 採川パフオーーマンスに関しては、新卒採用、中途採川ともに両、’′二支援策の導入に上   

’   り′芹・量共に必要な人材が確保できることに効果をもたらしている．ノノで、制度し）   

運用のLやすさをホす両立支援策の環境整備に関する指標の影響はみられない 両、l．（   

支援策のイ］－無は、社外の就業希や者からも企業潤け溝」度比車如㍉比較的容易てあり、施   

策〔ハ導入が人材〔／邦在保にフうスに作用しているが、環境整備は外部からは比較橡討L   

にくい施策であり、制度導入ゾ）効果のみが明らかになったと考えし、Jれる  

（⊃ 女性比＊への影響に／）いては、両立支緩策の環境整備に取り組むた業では、女性が   

働きやすく女性の比率が高くなっていることがホ唆されているが、女性の能力活用V）   

指標げ）方が上り効果が大きい 一リブで両イ支招策′実施ゾ〕女小ノ抽）雇用量／＼の彩響につい   

ては現矧粁ごは卜分吋］らかでほない≠Jノ）u）両、王女援策が女什鹿川にマイナスぴ）雛響   

を及ばすという関係は＃定さかた  

（⊃ 採川音に占める女什比ヰに／〕いて分析を十・／〕た結果、法定を1判る肯し円木業制度の   

ある合業ではプラスノ）係数をホLており、市川打）導入に上り女什折＝字引†」コストが意識   

さかて炉性山採用を朝潮」するという関係は否定された むLろ、施策しけ導入は、女件   

の採川比ヰミを」，iめろことから」、庵用条件U）整備とLて認識されていか直結仲が方）る   

また、女刊拉）勤続が伸びろことは大卒女性叫采川を抑制すか－」瀞什があるか、男件守   

一．欄ミ（ノ）能ノ」発挿が期待される総合職女小畑二／〕いてはそゾ）上うなポ響は認♂）『〕れなか／ノ   

r二  

1！）   



（4） 両立支援策と定着率（松繁委員）   

○ こ」う産・育児に関する施策を1う∵期から導入している企業ほど、定点率の改儀相通んで   

いる。また、法定以1二の育児休業制度を持っている企業において女性の離職率が低い〔 

0 育児休業取得率の向トニがそのまま低離職率に結びつくわけではなく、法で定められ   

た範囲の施策やそれが利用されノるだけでは効果が不十分であり、より手厚い施策が講   

じられなければ女件の離職行動に変化を及ぼすことはできないと推測される（，  

（5）両立支援策は働く人を活性化させるのか（守島委員）  

○ 総合的な女性活用に関する尺度を構築し、両立支援策との交互作川をみると、女性   

がより括用されている企業では、明らかに、両立支援策は女性の清性イヒに繋がってい   

た。また、女性だけではなく、男性従業員の働く意欲や満足度についても、プラスの   

交互イ乍用が観察され、女性活用と両立支援の交互作用の従業員全体への波及効果が示   

唆された。  

○ 人事施策のうち、成果主義的な評価は、両立支援策との交互作用が観察され、成果   

や実績による従業員の評価を重視している企業では、両立支援策は、意欲や満足度に   

プラスの影響を与える可能性が示唆された。  

○ 両立支援施策を津及し、現場での運用をスムーズに進めるための補完施策について   

は、現場の管理者への働きかけなどの現場での運用支援が、両立支援策の導入と有意   

な正の交互作用をみせた－〕研修などによる現場の上司／＼の働きかけは、両立支援策が   

女性従業員の意欲や満足度に繋がる上で、効果のある補完施策であることが確認され   

た〔〕両立支援策を普及し、多くの人がこうした仕組みを利用できることによって、 従   

業員の活性化を目指すためには、現場での運用支援が人切である。  

（6）均等度とファミフレ度の関係からみた企業業績（脇坂委員）   

O 「均等度」が業績に及ぼす効果が一部で見られるとともに、「均等度」も「ファミフ   

レ度」も高い／た業で経常利益が高いという関係がみられるしノ また、「均等度」や「ファ   

ミフレ度」が業績にマイナスの影響を及ぼすということはない〔）  

（7） 両立支援と企業業績（阿部委員、黒澤委員）  

○ 両立支援策の中でも、育児休業制度、ならびにいくつかの短時間勤務制度の允実   

は企業業績にプラスの影響をもたらしうることが示された。つしかも、そうした制度の導人   

は、短期的には企業業績にマイナスの効果をもたらす可能性もあるが、それを従業員の   

能力発揮を促し、育児中の者だけに対象を限定するのではなく、従業員全体のワーク・   

ライフ・バランスを支援するという認識のFで導入・運営することによって、良期的には企   

業業績にプラスの影響が及ぶことが推察された。また、従業員の能力開発を引見してい  

2（）   



4 テーマ別分析結果の概要   

さらに、クロス集計結果による横断的な分析結果を踏まえ、テーマ 別に、様々な要l人は  

コントロールしながら分析を寺］▲った「二   

そもそヰ）企業業績に及ぼす人事管理制度の影響というのはきわめて限定的であると考え  

られる「〕人事管理制度以外にも様々な要閃が絡み合いながら、企業業績は決定する．、rr小■／二  

支援策、あるいは女件の能力活用策といった、本研究で対象にした施策は、人事管理制度  

の中のさらに一部を構成Lているものであり、これらの施策が企業の業掛こ及ぼす影響は、  

業績に影響しそうな他び）せ引大1をコントロールしながら分析しなくてはならない、、また、両  

、1工支援策を導入しているから企業業績がいいのか、企業業績がいいから両立支援策を導入  

するのか、という因果関係にまで言及するには、時間をかけてハネルデータを整備して分  

析をする必要がある′。   

本研究は、そうした困難性を卜分承知しつつ、向正文援策と企業業績の関係について、  

「市立支援策と企業業績の直二接的な関連だけでなく、企業業績に至る人事管牌の有効件指標  

をとりあげ、両窪支援策とこれら指標との関連性についても分析を行った「〕具体的には、  

挿い1工支援策がどのような企業で導入されているのかを明らかにし、そのLで、人材◆の確保  

や定着、 モチベーションヘの影響等について個別に分析してい るし本データが企業データ  

であり、職場レベルのデータ、あるいは従業員レベルCr）データではないことから′j＝二ずる限  

界もあるが、企業が「両立支援策を導入したり、実施したりすることが、従業員に及ぼす影  

響、そしてそれを経由して企業業績及ぼす影響に関して、多角的な検討を行っているっ   

以Fに各テーマの分析結果の概要をとりまとめた（執筆者については後掲の研究会委員  

辛，簿参照）。  

（1） 両立支援と均等促進：企業の人材活用と両立支援に関する考え方（佐藤座長）   

○ 各企業は、両立支援と均等イ隠避に関する自社における基本的な考え方に基づいて、  

「叶、呈支援策と均等促進策を実施していることが明らかになった。そのしトで両立ヰ）均等   

も重視する企業は、女性の活躍の場の拡人が実現できており、妊娠や出庫などを契機   

に退職する女惟が少なく、仕事と」二育ての両立が可能であるため、女惟が什事を継続   

することが可能となっているり  

○ 両立も均等も重視する企業では、従業員の能力開発と長期雇【1を重視した人事管理   

を行い、両立支援策に／⊃し、て人材確保、労イ軌意欲向上、洛務効率化′寺げ）意義を積極的   

に評価している。両た支援への取り組みが企業負担を増人させるものではなく、優秀   

な人材の確保や労働者欲のr「1Jl二、さらには業務効率化にも責献しうるものであること   

などに関して、理論的にも実証的に汀理解Lやすい帖囲として合業に挺供することが   

重要である。′  

1日   



るか業では」狛甘休業制腰だけでなく、さまぎ主な柚1封朴勒務制度出先尖がに期的に   

わ業業紬ニケラスゾ瑠三響をJブーえていることこを）観察された  

＝ い恒、【一′二女援制度L／）導入が、すべてぴ〕ケースにおいて、直ナ）に企業業絹を高めるノ刀伸二   

捌くとはいえず、そゾ〕成1畑土企業における人材古瀬レ）あり万や人材清川ノ）ありノノなどと   

捌妾に関わ／〕ていることを′再度Lているニ，従業L卦ノ）能力開発を熱心に＝う瞞場ほど、如l時   

間勤務制度といった両宣二支援制度の充実が正業葉蘭を■高めるという結果は、そうLたか   

業ほど、従業川二体化されたわ業特殊的人的真木が多く、Lたがって従業と1び）継続就業   

を促す両、－′′二女接などのん策が上り人きな期待収益をか業に車）たらすか㍉と考え仁〕れる 

r二〕また推計結果は、巾、r王女授制壇が無用＝〕ノL」にけわ業業績ゾ）足かせになる・り守巨′卜′hノ）ある   

ことも′」ミLていろLかし、そうLた状況が長く続＼くわけてほないとくに、作業制   

度い′卜そ）仙丹聞勤務制度について、それを唐人Lたか業では、Lていない合業に比バ   

てそぐ′丹後の業結の伸びがイj▲宕1二高去るとい1ホ雪果は、rト■川＿支援し′）申で≠J、上り長期軋   

に㍑短時間勤務制度が有効である可胎性をホ峻十る∫  

（8）両立支援策、女性の能力活用と株式投資収益率（川北委員）   

r二〕「両立支援策や女仰げ）能力活用策が「、」待針卜業の発矛fする株式の投資収益率（以卜   

楳式役員収益率）」にJJ一える揖響についrこ1′細「Lている  

「二〕「什車と牛活≠村石／二女援策」と「友情対）推力発抑1〔川両ブナを重税する企業とそって   

ないた業とげ）閃には株式投資収溢率（′阻粗収益ヰ）にノ空士一拍＼あり、 重視合業の投資収   

益ヰけ）片紳軽視合牒㍍りむ高し、  

L：9）企業の人事戦略（‖R…）と両立支援・均等制度導入の組合せによる業績への効果分  

析（天野研究賞）   

（ニノ 採川（特に粁卒採用）の質竃確保・往けハ意欲洒足度（男女とも）には、k瑚か業  

人相育成、r■恒l／二女接が明確な効果をホLているん材育成を［打祝するとLながら寸、  

いi・ト」ノ√二支援し均等も消極的なか業が最も採皿≠況が悪い  

Jガ女とも、社員げ〕ノ′定石にはr仁業げ）rr小一／二よ援万』策が効果F■†（」である友情三に／ついては勤  

続イ「二枚・就業謝帰舟二間しノて両立丈接がプラス山勘彗せな／ノノた  

業績にノ〕いて〔土、に期的な合牒人材育戌市価ノり、車粗略屯批う＼品‡）業績に好㌢響を  

≠JたL、」L、小／刊中立支援にイ′椙極姉」な正業〃業績か最も艮い「ニ主用け）合芸人材育成」  

戦略を重視し′ていてヰ〕、rrl・ト1′二女接・均′封∴梢極的ぺ巧いト計では業績は悪化寸る  

二t   




